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鉄道軌道整備法一部改正 新旧対照表

改 正 後（改正部分下線） 現 行

（補助） （補助）

第八条 政府は、第三条第一項第一号に該当するものとして同条 第八条 政府は、第三条第一項第一号に該当するものとして同条

の規定により認定を受けた鉄道の運輸が開始されたときは、当 の規定により認定を受けた鉄道の運輸が開始されたときは、当

該鉄道事業者に対し、毎年、予算の範囲内で、当該鉄道の事業 該鉄道事業者に対し、毎年、予算の範囲内で、当該鉄道の事業

用固定資産の価額の六分に相当する金額を限度として補助する 用固定資産の価額の六分に相当する金額を限度として補助する

ことができる。 ことができる。

２ 政府は、第三条の規定により改良計画の承認を受けた鉄道の ２ 政府は、第三条の規定により改良計画の承認を受けた鉄道の

当該改良が完了したときは、当該鉄道事業者に対し、毎年、予 当該改良が完了したときは、当該鉄道事業者に対し、毎年、予

算の範囲内で、当該改良によつて増加した事業用固定資産の価 算の範囲内で、当該改良によつて増加した事業用固定資産の価

額の六分に相当する金額を限度として補助することができる。 額の六分に相当する金額を限度として補助することができる。

３ 政府は、第三条第一項第三号に該当するものとして同条の規 ３ 政府は、第三条第一項第三号に該当するものとして同条の規

定により認定を受けた鉄道につき適切な経営努力がなされたに 定により認定を受けた鉄道につき適切な経営努力がなされたに

かかわらず欠損を生じたときは、当該鉄道事業者に対し、毎年、 かかわらず欠損を生じたときは、当該鉄道事業者に対し、毎年、

予算の範囲内で、当該鉄道事業の欠損金の額に相当する金額を 予算の範囲内で、当該鉄道事業の欠損金の額に相当する金額を

限度として補助することができる。 限度として補助することができる。

４ 政府は、第三条第一項第四号に該当する鉄道の鉄道事業者が ４ 政府は、第三条第一項第四号に該当する鉄道の鉄道事業者が

その資力のみによつては当該災害復旧事業を施行することが著 その資力のみによつては当該災害復旧事業を施行することが著

しく困難であると認めるときは、予算の範囲内で、当該災害復 しく困難であると認めるときは、予算の範囲内で、当該災害復

旧事業に要する費用の一部を補助することができる。 旧事業に要する費用の一部を補助することができる。

５ 政府は、前項に定めるもののほか、第三条第一項第四号に該

当する鉄道に係る災害復旧事業が、次の各号のいずれにも該当

するときは、予算の範囲内で、当該災害復旧事業に要する費用

の一部を補助することができる。

一 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律

（昭和三十七年法律第百五十号）第二条第一項に規定する激

甚災害その他これに準ずる特に大規模の災害として国土交通
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省令で定めるものに係るものであること。

二 当該災害復旧事業の施行が、民生の安定上必要であること。

三 当該災害復旧事業に要する費用の額が、当該災害復旧事業

に係る災害を受けた日の属する事業年度（次号において「基

準事業年度」という。）の前事業年度末から遡り一年間にお

ける当該鉄道の運輸収入に政令で定める数を乗じて得た額以

上であること。

四 基準事業年度の前事業年度末から遡り三年間（基準事業年

度の前事業年度末において当該鉄道がその運輸開始後三年を

経過していない場合にあつては、当該運輸開始後基準事業年

度の前事業年度末までの期間）における各年度に欠損を生じ

ている鉄道に係るものであること。

６ 前二条の規定は、前二項の規定により補助を受けた鉄道事業 ５ 前二条の規定は、前項の規定により補助を受けた鉄道事業者

者（当該補助に係る災害復旧事業を完了した者及び第十四条の （当該補助に係る災害復旧事業を完了した者及び第十四条の規

規定により当該補助金の全部を返還した者を除く。）について、 定により当該補助金の全部を返還した者を除く。）について、

準用する。 準用する。

７ 災害復旧事業の範囲、補助率その他の第四項及び第五項の規 ６ 災害復旧事業の範囲、補助率その他の第四項の規定による補

定による補助に関し必要な事項は、政令で定める。 助に関し必要な事項は、政令で定める。

８ 政府は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平 ７ 政府は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平

成十四年法律第百八十号）の定めるところにより、第一項から 成十四年法律第百八十号）の定めるところにより、第一項から

第五項までの規定による補助金の交付を独立行政法人鉄道建設 第四項までの規定による補助金の交付を独立行政法人鉄道建設

・運輸施設整備支援機構を通じて行うことができる。 ・運輸施設整備支援機構を通じて行うことができる。

９ 前項の規定により同項に規定する補助金の交付が独立行政法 ８ 前項の規定により同項に規定する補助金の交付が独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて行われる場合には、 人鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて行われる場合には、

次条及び第十条中「国土交通大臣」とあるのは、「独立行政法 次条及び第十条中「国土交通大臣」とあるのは、「独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて国土交通大臣」と 人鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて国土交通大臣」と

する。 する。

（補助金の不交付及び返還） （補助金の不交付及び返還）

第十四条 国土交通大臣は、第八条の規定により補助を受ける若 第十四条 国土交通大臣は、第八条の規定により補助を受ける若
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しくは受けた鉄道事業者が次の各号のいずれかに該当するとき しくは受けた鉄道事業者が次の各号の一に該当するときは、交

は、交付すべき補助金の全部若しくは一部を交付せず、又は交 付すべき補助金の全部若しくは一部を交付せず、又は交付した

付した補助金の全部若しくは一部に国土交通省令で定める利息 補助金の全部若しくは一部に国土交通省令で定める利息を付し

を付して返還を命ずることができる。 て返還を命ずることができる。

一 第三条第二項の規定による承認を受けなかつたとき。 一 第三条第二項の規定による承認を受けなかつたとき。

二 第六条又は第七条（これらの規定を第八条第六項の規定に 二 第六条又は第七条（これらの規定を第八条第五項の規定に

おいて準用する場合を含む。）の規定による指示に従わなか おいて準用する場合を含む。）の規定による指示に従わなか

つたとき。 つたとき。

三 第十条の規定により提出する書類に虚偽の記載をしたこと 三 第十条の規定により提出する書類に虚偽の記載をしたこと

が判明したとき。 が判明したとき。

四 第十二条の規定による条件に違反したとき。 四 第十二条の規定による条件に違反したとき。

五 第十五条の二の規定に違反したとき。 五 第十五条の二の規定に違反したとき。

（配当の許可） （配当の許可）

第十五条の二 第八条（第五項を除く。）の規定により補助を受 第十五条の二 第八条の規定により補助を受けた鉄道事業者は、

けた鉄道事業者は、政令で定める割合以上の剰余金の配当をし 政令で定める割合以上の剰余金の配当をしようとするときは、

ようとするときは、国土交通大臣の許可を受けなければならな 国土交通大臣の許可を受けなければならない。ただし、次の各

い。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合においては、 号の一に該当する場合においては、この限りでない。

この限りでない。

一 当該事業年度末から遡り五年以内に補助金の交付を受けて 一 当該事業年度末からさかのぼり五年以内に補助金の交付を

いないとき。 受けていないとき。

二 第十四条の規定により、当該事業年度末から遡り五年以内 二 第十四条の規定により、当該事業年度末からさかのぼり五

に交付を受けた補助金の全部を返還したとき。 年以内に交付を受けた補助金の全部を返還したとき。

三 前条の規定により同条に規定する補助金の総額に相当する 三 前条の規定により同条に規定する補助金の総額に相当する

金額を納付した後において補助金の交付を受けていないとき。 金額を納付した後において補助金の交付を受けていないとき。

附 則（平成３０年６月２２日法律第６３号）

（施行期日等）

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行する。
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２ 改正後の第八条第五項の規定は、鉄道事業者が平成二十八年

四月一日からこの法律の施行の日の前日までの間のいずれかの

日から施行した災害復旧事業についても、適用する。

（独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部改正）

３ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成十四

年法律第百八十号）の一部を次のように改正する。

第十三条第二項第二号中「第八条第七項」を「第八条第八項」

に改める。


